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1．はじめに

欧州連合（以下、ＥＵ）の統合は、1952年の

欧州石炭鉄鋼共同体(以下、ＥＣＳＣ)の発足に

始まり、関税同盟から市場統合、さらに経済・

通貨統合へと質的に「深化」してきた。同時に

ＥＵ加盟国数は６カ国から15カ国へと増加、統

合は地域的にも「拡大」してきた。

2002年３月からはユーロ圏内ではユーロが単独

の法定通貨となり、経済・通貨統合のプロセスは

完了する。12カ国からなる単一通貨圏は、人口

は３億人と米国を上回り、経済規模でも米国の

６割に相当する巨大なものである（図表－１）。

2．統合の深化－経済・通貨統合の完成－

（1）ユーロ導入後の構造変化

欧州単一通貨ユーロは、99年１月に銀行間や

企業間の非現金取引に導入され、ユーロ圏では

現金流通前の段階ですでに様々な変化が生じて

いた。その主なものは、以下のとおりである。

① 政策の枠組みの変化

99年初の時点で、最も大きく変わったのはユ

ーロ圏のマクロ経済政策の枠組みである。

この時点で各国独自の金融政策、為替調整は

放棄され、金融政策は一元化された。

これに対し、財政政策についてはＥＵレベル

の財政は拡充せず、各国に主権が残された。域

内の財政規律を維持する手段としては、通貨統

合の参加条件として、マーストリヒト条約で定

められた「財政赤字をＧＤＰ比３％以内、政府

債務残高は同60％以下」とする規定が「安定成

長協定」に法制化され、多国間で相互に監視す

る仕組みが採りいれられた。

② 企業部門の行動変化

ユーロの導入は、現金が流通する前の段階か

ら、大企業を中心とする企業行動に大きな変化

R E P O R T  I

新たな段階に入った欧州統合

経済調査部門　伊藤　さゆり

－ ユーロ現金流通開始と欧州連合の東方拡大 －

図表－1 ユーロ圏、米国、日本の規模比較

（注）ＥＵ１５のうちユーロ未参加国は英国、スウェーデン、デンマーク

単一通貨導入が予定どおり完了したことで、

統合は「深化」と「拡大」の両面で新たな段階

に入ろうとしている。以下では、近年の欧州統

合の動きを概観した上で、残された課題を明ら

かにし、今後の展望を試みることにしたい。
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をもたらしてきた。通貨の統合によって、企業

部門は、為替リスクの消滅による不確実性の低

下、外為手数料などのコスト負担軽減というメ

リットを享受することが可能になる一方、国境

を越えた競争激化への対応を迫られた。

このため生産コストの削減や技術の獲得、新

たな収益基盤の確立などを目的とする、低賃金

国への生産移転や米国企業などを対象とする買

収が加速した。域内の資本市場がユーロ建てと

なり、厚みを増したことも、資金調達機会の拡

大を通じて、こうした変化を後押しした。

この間の直接投資やユーロ建て債を通じた資

本市場調達の急拡大は、グローバルなレベルで

もユーロ圏のプレゼンスの高まりという構造変

化をもたらすものであった（図表－２、３）。

インやアイルランド、ギリシャなど相対的に所

得水準の低い周縁諸国の経済成長が加速したこ

とである（図表－４、５）。

背景には経済収斂条件達成のための財政赤字

削減や政策への信認向上を背景とする長期金利

の低下、直接投資の流入加速がある。加えて、

ＥＵ財政を通じた域内の後進地域支援のための

「構造基金」や後進国支援のための「結束基金」

という地域開発を目的とする所得移転は、国に

よってはＧＤＰの５％もの規模となり、経済開

発を促進した。

通貨統合は初期の段階では、資本移動を通じ

て域内の高所得国との経済格差を縮小させる効

果を持ったと言えよう。

図表－2 ＥＵを巡る直接投資

（資料）ＵＮＣＴＡＤ「世界投資報告書２００１」

③周縁諸国経済の成長加速

近年のユーロ圏のパフォーマンスを国ごとに

比較した場合の特徴は、主要国に比べて、スペ

図表－3 国際債券発行残高

（資料）ＢＩＳ統計
（2）現金流通のインパクト

ユーロの現金流通という通貨統合の最終局面

の完了は、これらユーロ圏に生じた様々な構造

の変化を一層明確にすると考えられる。

図表－4 ユーロ圏非主要国の一人あたりＧＤＰ

(資料）欧州委員会統計局

図表－5 ＥＵ加盟国の経済規模と所得水準
（2000年）

(資料）欧州委員会統計局

（通貨建て別）
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ユーロへの切り替えで、最も大きく変わる点

は、これを機にユーロ圏内で価格表示が統一化

され、国境をまたぐ価格比較が容易になること

である。切り替え直後の段階では、便乗値上げ

への懸念が強いが、中長期的には価格の引き下

げ圧力が強まることになろう。

企業にとってもクロスボーダーなコストの比

較が一段と容易になるため、生産体制の見直し

は活発になり、ユーロ圏内の拠点の再配置や地

域特性に見合った分業構造の構築など産業の再

編は加速することが予想される。

（3）単一通貨圏完成のための課題

ユーロへの切り替えで、経済・通貨統合は最

終局面を終えたが、ユーロ圏が単一通貨圏とし

て真の統合を実現するには、以下の課題への取

組みが必要である。

① 制度調和への取り組み

ＥＵ域内では、ヒト、モノ、カネ、サービス

の自由な移動を阻む制度的な差違の調和に向け

て、継続的な取り組みがなされてきた。

最近の成果としては、法制では2001年10月に

欧州会社法の採択、税制では2002年末に非居住

者債券・預金利子課税に関わる情報交換体制へ

の合意などがある。

金融・資本市場についても、99年５月に策定

された「金融サービス行動計画」（ＦＳＡＰ）

の進捗状況を半年ごとにチェックし、2005年の

完全統合を目指している。通貨の障壁が取払わ

れた後も市場を分断している税制や法制、市場

慣習や管理・監督体制の調和を図り、真の統合

を実現することが目的である。

ユーロへの切り替えによる、財・サービス価

格の透明化は、制度的な違いからくるコスト差

を明確にする効果を持つ。このため、制度調和

の必然性がクローズアップされ、是正への取り

組みに弾みをつける効果が期待される。

調和を要する点は、法制、税制、社会保障制

度、会計基準など数多く残されている。中でも、

法人税制の調和は、国家主権の根幹である徴税

権と結びつくだけに急速な前進は難しいもの

の、コストの削減や資源配分効率化のため、早

期の取り組みが期待される。

② 改善を要する政策協調

マクロ政策コントロールの面では、能力の向

上と政策協調が必要である。

金融政策面では、発足から３年を経過しても

欧州中央銀行（以下、ＥＣＢ）の政策運営に関

わる信認は十分確立されていない。ユーロ相場

の安定のためにも、一層の努力が必要とされる。

財政政策については、現在の相互監視のシス

テムでは、金融政策との調和が図られないリス

ク、各国が独自の政策運営を行い単一市場の安

定を脅かすリスクが残されている。

域内の所得移転は、一元的金融政策では対処

できない不均衡に対応する仕組みとして期待さ

れるが、ＥＵ財政の規模はＧＤＰ比1.27％と小

さく、地域開発や農業政策など目的も限定され

ている。見直し・強化は、後述するＥＵの拡大

への備えとてしても必要である。

金融機関の管理監督体制についても課題を残

している。ユーロの現金流通開始で、金融機関

活動のクロスボーダー化の加速が予想される

が、ＥＵレベルでの監督体制は未確立であり、

危機対応力の面で不安を残している。

経済のグローバル化で外的ショックが波及す

るスピードは速まっている。マクロ政策運営の

適切性、政策協調力が試される場面は、今後も

続くことになろう。
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③政治統合に向けた目標設定

通貨統合の完成は、税制や財政政策など国家

主権の根幹に関わる領域での調和の必然性をク

ローズアップする。こうした中で、欧州統合の

最終到達点である政治統合の目標設定への取り

組みが動き始めている。

今年３月１日にＥＵの将来像を検討するため

の協議会が創設される。協議会は向こう１年間

で、ＥＵと加盟国との線引き、欧州議会の立法

権限の強化、欧州委員会の直接選挙制、さらに

政治統合に向けた構想などを議論し、2004年に

開催予定の政府間会議（ＩＧＣ）に提言を行う

予定である。

政治統合への考え方は、ドイツは欧州憲法、

欧州大統領、欧州政府、欧州議会からなる「欧

州連邦」を、フランスは加盟国が主権を維持し

ながら、統合を進める「国民国家連合」を主張

し、主権国家に替わる超国家を設立することに

は否定的である。統合の推進役となってきた２

大国間のスタンスの違いに加え、統合は経済分

野に限定し、国家主権の委譲に慎重な英国とも

明確な温度差がある。

統合の最終到達点のコンセンサス作り、さら

にその実現には長い時間を要すると考えられる。

④ユーロ圏の拡大

ユーロの国際通貨としての信認、プレゼンス

の向上に、ユーロ圏の地域的な拡大が持つ意味

は大きい。現時点で、比較的早いタイミングで

ユーロに参加する可能性がある国は、ＥＵ加盟

国の中でユーロに参加していない英国、スウェ

ーデン、デンマークである。

スウェーデンやデンマークでは、ユーロの現

金流通の効果もあり、世論調査におけるユーロ

賛成の比率は高まる傾向にある。今年に入って、

スウェーデンではペーション首相が2003年内に

ユーロ参加の是非を問う国民投票を実施する方

針を明らかにした。デンマークでは2000年９月

の国民投票が否決されたこともあり、現時点で

は国民投票の実施時期は明言されていない。し

かし、2001年11月に発足したラスムセン政権は

ユーロ賛成の立場であり、2002年１月時点の世

論調査で57％が賛成という結果が出る中、早期

実施の観測が広がっている。

英国はＥＵ第２位の経済規模、欧州を代表す

る国際金融センターとしての集積が形成されて

いることから、ユーロ参加が持つ意味がとりわ

け大きい。ブレア首相はユーロ参加に原則とし

て賛成の立場であるが、具体的な参加の意思は、

英国とユーロ圏経済の収斂の達成など英国独自

の５つの経済条件の適合状況を見極めた上で決

定することになる。

ブレア政権も、世論の懐疑的見方に配慮し慎重

な立場を崩していないが、2003年６月までには政

府の意向を明らかにする方針であり、これまで

より踏み込んだ議論が展開されるようになろう。

現金流通後のユーロ圏の動向、スウェーデン、

デンマークにおける国民投票に向けた動き、英

国内の議論が相互に及ぼす影響が注視される。

3．地域的拡大－中東欧諸国のEU加盟－

（1）ＥＵの地域的拡大の流れ

経済・通貨統合は質的改善の余地を残してい

るが、スケジュールは完了したことで、統合の

当面の焦点は、地域的「拡大」とそれに合わせ

たＥＵ制度・機構の改革へと移った。

ＥＵの構成国は当初の６カ国から４次に亘り

拡大し、現在は15カ国となっている（図表－６）。

これに対し加盟を申請している国は中東欧など

13カ国、うち交渉中の国はトルコを除く12カ国

である。加盟交渉は、第一陣となった６カ国が

98年３月から、第二陣の６カ国は2000年２月か
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ら始まった。

ＥＵの第５次拡大は東方への拡大である。そ

の目的は、単一市場の拡大という経済的な効果

だけではない。中東欧諸国で民主化を根づかせ

平和と安定を確保すること、ポスト冷戦体制の

欧州にＥＵ主導の新秩序を構築するなど、政治

的にも重要な意味を持つ。政治・経済両面で、

世界における影響力を高めることが狙いである。

「ニース条約」の批准と機構改革の準備は2002

年末までに終える予定であり、拡大に備えた制

度的枠組みは一応整うことになる。しかし、加

盟国間の利害対立による妥協の結果、調和が急

がれる税制が特定多数決制の適用外となり、仕

組みも複雑であるなどの問題が残されている。

これらの問題から、実際のＥＵ拡大後、遅滞

なく意思決定が進むかという点には不確実な面

が残されている。

② ＥＵ財政の改革

東方拡大に際しては、既加盟国と新規加盟国

の経済格差が大きく、新規加盟国に農業国が多

いため、ＥＵ財政に高いウェイトを占める地域

開発政策、共通農業政策（以下、ＣＡＰ）の見

直しも必要となっている。

所得格差については、仮に10カ国が先行加盟

した場合、ＥＵ加盟国数は15カ国から25カ国、

面積と人口ではおよそ２割拡大する。しかし、

経済面でのメリットである市場規模の拡大は

4.2％に止まり、ＥＵ全体としての一人当たりＧ

ＤＰは低下する（図表－７）。

東方への拡大は、政治体制の転換が契機とな

り、既加盟国よりも所得水準が低い農業国であ

るギリシャ、スペイン、ポルトガルが加盟した

南方拡大時と比較されることが多い。既加盟国

と新規加盟国とのバランスという観点から、南

方拡大時と比較すると、今回の方が所得格差の

広がり方が大きく、市場規模の拡大というメリ

ットは小さいため、ＥＵの中での不均衡を拡大

させやすいことがわかる（図表－８）。

ＥＵ財政には地域間・国家間の所得格差縮小

のための地域開発政策が存在するが、拡大後の

運営について、現ＥＵ加盟国の中での低所得国

（スペイン、ギリシャ、ポルトガル、アイルラン

ド）は、より低い所得水準の国々の加盟による

図表－6 欧州統合の地域的拡大の流れ

（2）東方拡大に備えた制度面での対応

今回の拡大は過去４回に比べ想定される新規

加盟国の数が多く、現加盟国との所得格差が大

きい。このため、これまで先送りされたＥＵ機

構とＥＵ財政の改革が不可欠となっている。

①ＥＵ機関の意思決定方式の改変

加盟国数の拡大に備えたＥＵの制度・機構改

革案は、「ニース条約」としてまとめられ2000

年12月に調印された。

ＥＵ機関における意思決定方式の変更点とし

て、欧州委員会（行政・執行機関）の構成の見

直し、閣僚理事会（立法・意思決定機関）にお

ける特定多数決制の適用範囲の拡大や票配分の

見直し、欧州議会（諮問・監督機関）の議席配

分の見直しなどが盛り込まれた。

統合の進め方についても、理事会で８カ国が

賛成すれば、それらの国々だけで統合を推進す

る「先行統合方式」が正式に採用された。
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受取額の削減を、逆に負担額が特に大きいドイ

ツは加盟国拡大による負担増を懸念している。

また、ＥＵ財政の46.1％（2002年度予算案ベ

ース）のウェイトを占めるＣＡＰも生産性が低

い農業国を迎え入れることで負担増が予想さ

れ、見直しが不可欠となっている。

こうした諸問題への対応策は欧州委員会によ

って「アジェンダ2000」にまとめられ、99年３

月に採択された。2000年から2006年まではＥＵ

財政のシーリングを現在の水準に維持、地域開

発政策の支出を絞り込み、ＣＡＰにおける価格

支持のための支出を抑制することなどを規定し

ている。

しかし、これらはあくまでも当面の対応策で

あり、新規加盟国の構造改革が円滑に進まない

場合など、将来的に大幅な見直しが必要となる

可能性を残している。

（3）加盟交渉の進捗状況

①　新規加盟の条件

ＥＵへの加盟基準は93年のコペンハーゲン首

脳会議で以下の３つとすることが決められた。

「政治的基準」は民主主義の尊重、法の支配、

人権の尊重、「経済的基準」は市場経済が十分

機能しており、加盟後、域内の競争に耐えられ

るだけの競争力を備えていること、「法的基準」

はＥＵ条約、法、規則等から派生する権利と義

務（アキ・コミノテール）を履行する行政能力

を備えていることである。これらは、コペンハ

ーゲン基準と呼ばれている。

現在、新規加盟交渉国はＥＵ基準に準拠した

制度変更、法整備を急ピッチで進めている。

図表－7 ＥＵ加盟申請・交渉中の国々の概要

(資料）欧州委員会統計局

図表－8 ＥＵの南方拡大と東方拡大の比較

（資料）Directorate General for Economic and Financial Affairs,
"The Economic Impact of enlargement", June 2001
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②　加盟交渉国にとってのメリット

新規加盟国から見たＥＵ加盟のメリットは、

経済面ではＥＵ財政からの所得移転に加え、直

接投資流入による設備投資や雇用機会、技術移

転、輸出増大などである。

これらの一部は、1989年から90年にかけての

共産主義体制の崩壊後、ＥＵとの間での貿易経

済協定の締結、経済援助、さらにＥＵへの加盟

を前提とする欧州協定の締結を通じた継続的な

支援を通じて享受されてきた。このため中東欧

諸国にとってドイツを中心とするＥＵは貿易、

資本流入面ですでに重要な相手地域となってお

り、ＥＵ加盟による市場の一体化でさらに結び

つきを深めようとの狙いがある（図表－９）。

東に位置するルーマニアやブルガリアとの違い

である。スロヴェニアは旧ユーゴスラヴィアの

最北端に位置し、先進工業地域としての基盤を

有するため、一人あたりＧＤＰの水準も体制移

行国の中で最も高い水準にある。キプロス、マ

ルタの２地中海国は小島嶼国家で、マルタの人

口38.8万人はＥＵで最少のルクセングルグを下

回る。エストニア、ラトヴィア、リトアニアの

バルト３国は旧ソ連の共和国である。

市場経済へ移行した中東欧諸国は、総じて90

～93年までの体制転換の局面で大幅なマイナス

成長となったが、94年以降は徐々に回復軌道に

乗った。しかし、その後のパフォーマンスには

格差があり、ハンガリー、ポーランドは民営化

や優遇措置によって外資導入と輸出拡大に成功

し、市場経済への移行が比較的スムーズに進展

している。チェコ経済も外資導入に成功したが、

97年に通貨・金融危機に直面し、2000年によう

やくプラス成長に回帰した。他方、ブルガリア、

ルーマニア、バルト３国は99年時点でも実質Ｇ

ＤＰが体制移行前を大きく下回る水準にあり、

経済再建は十分な実績を挙げていない（図表－

10）。

図表－9 新規加盟交渉国への輸出、資本流入
（相手地域別内訳）

（注）直接投資、輸出は2000年、銀行与信は2001年９月末残高
（資料）ＢＩＳ、ＩＭＦ、ＵＮＣＴＡＤ

加盟のメリットは経済面に止まらない。ヨー

ロッパへの回帰、民主的、社会的安定の確保、

安全保障の面でもＥＵへの加盟は重要な意味を

持っている。

③　加盟交渉国間の格差

加盟交渉中の12カ国には、経済規模や絶対水

準の差が見られる。民主化・市場経済化の進展

状況も、歴史的な経緯や体制転換後の政策運営

の違いから、ばらつきが大きい。

中欧のハンガリー、ポーランド、チェコ、ス

ロヴァキアは第二次世界大戦前に民主主義体制

を経験しており政治的伝統を共有している。南

図表－10 中東欧諸国の実質ＧＤＰ(1999年）

（資料）EBRD, "Transition Report Update 2001"

④　加盟交渉の進捗状況

コペンハーゲン基準の充足状況は、現在まで

に「政治的基準」は交渉中の国12カ国のすべて

がクリア、「経済的基準」もキプロスとマルタ
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はクリアし、ブルガリアとルーマニアを除く移

行国も達成に近づいているとされている。

「法的基準」は、31の項目について加盟基準の

充足状況の審査と加盟後の移行期間など条件設

定の交渉が行われている。2001年末までの合意

項目数では、ハンガリー、チェコ、スロヴェニ

ア、スロヴァキア、バルト３国、キプロスが20

以上と順調である。これに対し、加盟交渉国中、

経済規模・人口が最大のポーランドは、マルタ

とならぶ19とやや遅れをとっている。

交渉の過程では国境を接する国々の間で懸念

が強いカネとヒトの移動に関する対立も表面化

した。ドイツやオーストリアなど現加盟国側は

移民流入、ポーランドやチェコ、ハンガリーな

ど新規加盟国は土地買収を懸念し、加盟後、移

行期間として一定の制限期間を設ける方向で調

整が進められている。

⑤　今後の予定

先行加盟国は2002年末までに決定され、2004

年６月の欧州議会選挙に参加することになって

いる。先行加盟国数は2001年に交渉のペースが

加速し、2001年12月のラーケン欧州理事会で最

大10カ国となる可能性が示唆された。

これは交渉の遅れが目立つブルガリアとルー

マニアを除くすべての交渉国の加盟が実現する

との想定である。中東欧向け直接投資累計額の

およそ３割と最大のシェアを占める大国ポーラ

ンドを第一陣に加えようとの政治的配慮や、99

年のコソボ紛争以降、欧州の安定への政治的要

請が強まっていることが大規模な拡大へと動き

始めた背景と考えられよう。

ただし、今後の交渉は今までより時間を要す

る可能性が高い。残された交渉項目数は少ない

が、これまでの交渉は比較的合意しやすい分野

から進められたからである。2002年前半には

「農業」、「地域政策」、「ＥＵ財政」に関する交

渉が予定されている。これらの分野では既加盟

国でも追加的な財政負担や既得権益の侵害への

懸念から調整が難航しており、期限内の交渉終

了の成否には不透明な部分が残されている。

⑥　新規加盟国のユーロ参加

通貨統合参加の条件は、ＥＵ加盟とは異なる

ため、ＥＵ拡大は即座にユーロ圏拡大につなが

るものではない。ＥＵに加盟した後で、経済収

斂条件の達成、２年間の参加が規定されている

為替安定化プログラム（ＥＲＭⅡ）を通じた為

替相場の安定を図ることになろう。

市場経済化が比較的スムーズに進んでいる中

欧諸国でも市場メカニズムを通じた金融政策が

機能する環境の整備、中央銀行の独立性確保な

ど制度改革を必要としている国も多い。ユーロ

への参加は最短の国でもＥＵ加盟から１～２年

後となろう。

4．おわりに

ユーロへの切替えで、経済・通貨同盟は完成

したが、ユーロ圏が単一通貨圏として持続的か

つ安定した成長を実現するには多くの課題が残

されている。経済・通貨統合が真の完成に質的

改善を必要としている一方で、政治的要請から

統合の地域的拡大は加速しようとしている。

拡大によって、ＥＵ加盟国の中でも、国家主

権の移譲を伴う制度調和や政策協調への意志や

能力、政治統合への考え方はさらに多様化する。

深化のプロセスを意志と能力のある国々が先行

して進めることが、ＥＵ内での序列化や求心力

の低下という新たな問題を招くおそれもある。

統合は、平和と安定の確保という意思に支え

られ今後も前進しようが、これまで同様に長い

時間をかけた歩みとなろう。


